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兼
業
農
家
の
建
設
業
従
事
で
振
動
障
害
を
発
症

第 250 回

兼業農家であるＸは、農作業に就かない

期間、発電所工事、トンネル工事、道路工

事などの現場に就労してピックハンマー、

バイブレーター、グラインダーなどの振動

工具や電動丸ノコおよび電動ドリルを使用

する業務に従事していた。

Ｘは建設現場での仕事を完全に引退した

後、自営の農業に専念していたが、あると

きから手指や前腕にしびれ、痛み、こわば

りなどの症状が出るようになった。医師の

診察を受けたところ「振動障害」と診断さ

れたため、建設現場で多量の振動にばく露

されたことにより発症したものであるとし

て労災保険の各種給付を請求した。

各現場で振動工具を使用する作業に従事

していた時間がいずれも短く、振動ばく露

量がさほど大きくないと認められること、

各現場で就労していた時期の間に長いブラ

ンクが空いていること、電動丸ノコや電動

ドリルはそもそも振動工具に当たらないこ

となどを理由に業務外と判断された。

Ｘは、自営の農業でチェーンソーなどと

いった振動工具を使用する作業に従事して

おり、むしろそちらのほうが強く関与した

と判断している。

振動障害とは、削岩機などの振動工具の

使用によりその振動エネルギーが手指など

の局所にばく露され、末梢の血管、神経に

影響を及ぼすことで生じる血液循環の悪化

や痛みの発生などの障害のことを指す。

建設現場で使用される工具には作動時に

振動を伴うものが多々あるが、それらのな

が

え
る
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かで何が振動工具に該当するかは厚生労働

省の通達「チェーンソー取扱い作業指針に

ついて」および「チェーンソー以外の振動

工具の取扱い業務に係る振動障害予防対策

指針について」で明示している。

上記通達によれば、Ｘが使用していた各

種工具のうち、ピックハンマー、バイブレー

ター、グラインダー、チェーンソーなどが

振動工具に当たるのは明らかだが、電動丸

ノコや電動ドリルについては判断が分かれ

る。この点、Ｘが現場で使用していた電動

丸ノコや電動ドリルはいずれも小型で振動

も小さく、身体への影響はさほど大きくな

いと判断され、振動工具と認められなかっ

た。Ｘが最後に従事した建設現場で使用し

ていたのがこれらの電動丸ノコなどであっ

たことは、Ｘの疾病が業務外の事由による

ものと判断される要因の一つとなった。

また、振動障害のり患と振動業務への従

事とが関連付けられるためには、振動ばく

露量の大小も問題となる。当然のことなが

ら、振動工具が発する周波数がより高く、

振動がより強く、振動ばく露時間がより長

くなるほどばく露量は大きくなり、ばく露

量が大きければ大きいほど振動業務と障害

との関連性はより強く推測される。Ｘは各

建設現場で振動業務に従事していたが、使

用月数、月平均使用日数、1 日当たりの使

用時間がいずれも短かったため、振動ばく

露量はさほど大きくないと判断された。そ

の反面、農作業でチェーンソーや草刈機を

使用していた時間および期間はいずれも長

かったことから、むしろ農作業との関連性

の方が強くうかがわれることとなった。

振動エネルギーは化学物質などと違い、

身体に蓄積、滞留される性質のものではな

い。そのため、振動工具の使用の中止によ

り手指が振動にばく露されない期間が生じ

れば、その間に手指の血管などに生じた

諸々の障害も改善することが見込まれる。

Ｘはさまざまな建設現場に就労していた

が、各現場での就労時期の間には複数年に

わたるブランクが存在していた。それにも

関わらず振動障害の症状が一向に改善して

いなかったことは、つまるところ振動障害

を引き起こし得る要因が他に存在していた

ことを示唆するものに他ならなかった。

以上の事由を総合的に考慮した結果、Ｘ

の振動障害と建設現場における振動業務と

の関連性は否定され、業務外の疾病である

と結論付けられた。

先に挙げた通達には、振動障害の予防

のために事業主が講ずるべき措置が提示さ

れている。それによると、振動工具の適切

な選定のほか、1 日当たりの振動ばく露量

が限界値を超えないような作業計画を立て

ること、身体への影響を最小限に抑える作

業方法をとること、適切な休憩設備の設置

や体操の実施などの措置が必要とされてい

る。振動業務が身体に与える影響について、

当の作業員はあまり意識していないケース

が少なくない。障害の予防には事業主によ

る細心の配慮が肝要となる。　
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